２．取組について
（１）取組の概要
　本学では、大学のユニバーサル化に伴う学力低下と学生気質の多様化・異質化に対応しうる初年次教育のあり方について、2001年から検討を重ね、試行期間を経て、2005年度に新カリキュラムによる教育に移行した。その中心課題は、学生の倫理観の稀薄化と人間力の弱化にどう対応し、本学の教育理念である進取の気風をいかに育むかにあった。新カリキュラムでは、大学入門講座、少人数による創成学習形式教養科目を通して、人間力の涵養に取り組んだ。100名を越える教職員、先輩が関わる大学入門講座を新入生全員が、また創成学習形成教養科目を201名が受講しており、学生、教職員の評価も高く、予想以上の成果をおさめている。本取組は、これまでの実績を踏まえ、社会人講師活用制度を設け、学生、社会人及び教職員で学習集団をつくり、人と人、人と自然、人と社会の共生関係を通して学ぶ共創型学習による初年次教育の実現をめざすものである。
（２）取組の実施プロセス
①この取組の背景
　現代の大学生の自立性やコミュニケーション力などの人間力の不足が指摘されている。
全学共通教育センターでは、各学部、大学開放実践センター及び創成学習開発センター等の協力を得て、多様な個性の尊重と人間力育成のための教育に力を注いできた。
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（ａ）現在、総合科学部が中心部局となり、全学共通教育センターが運営組織となって、全学の初年次教養教育を組織的体系的に実施している。本取組の中心となる共創型授業の展開は、歴史的にみて、少人数型演習教養科目「名著購読」が「ゼミナール科目」として受けつがれ、その後「創成学習形式教養科目」として発展してきたものである。2004年から、共通教育の中に高大接続科目としての大学入門講座を開設した。2005年度には、創成学習形式教養科目１１科目を導入した。これら全ての授業において、受講生の評価（「学生による授業評価」より）が高く、また発展・充実させたいとの認識が、受講生、共通教育担当教員のみならず全学の教員に広がってきた。さらに、共通教育の授業の一部を社会人に公開しており、社会人の学習態度、発言内容等が、学生の学習意欲を喚起している。　　　　　　　　　　　　　　図１ 共に学ぶ共創型学習と実施センター
（ｂ）1986年に設置された大学開放実践センタ
ーでは、これまでに約1400講座を開講、２万人を越える社会人が受講している。受講生の同門会「六一会」が組織され、会主催の講演会が催しされるなどの活動が盛んに行われている。大学開放実践センターの受講生の中に､社会人講講師の役割を果たしている者も出てきている。
（ｃ）進取の気風に富む人材育成を目的とした創成学習開発センターが2004年に開設され、学生の自主性を尊重した自己完結型の創造性教育（2004年度特色ある大学教育プログラム[image: image2.png]AR (FBERK FrUFER
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「進取の気風を育む創造性教育の推進」による）を推進してきた。個性豊かで優秀な学生が活動している。
②取組の意義
　講義形式の授業では、教員が一方的に知識を伝達する知識伝達型であり、学びの輪の形成が困難であり、発想力、人間力の育成
には不向きである。また、通常の演習方式の授業では、教員を中心として学生が取り囲むスタイルが通常であり、特に初年次の教育では、学生の自発的発言を引き出すことが難しい。本取組は、これらの問題点を解決するために考案さ　　図２　学生・社会人・教員による
れた新しい学習法である。　　　　　　　　　　　　　　やる気スパイラル
(a) 学生、社会人、教員という3者が同じテーブ　　　　 
ルについて共に学ぶ演習を行う。学生の自主的な発言を引き出すために、教員、社会人と対話をしながら学生の自発的発言を待つ。             
(b)社会人の発言により、学生に発言をしやすい環境を与える。うちとけた雰囲気での交流を通して、「人間って何」、「働くことの意味」などについて考える機会を与える。　(c)実体験の企画を入れることにより、共に汗を流しながら自然な形で、勉学の意味を学生に考えさせる機会を提供する。
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(d)この取組により、人間力（学習意欲、キャリア意識及びコミュニケーション力）・倫理観の育成などが期待できる。
③教育目標達成に向けてのプロセス
(a)2004年度から大学入門講座を開講している。大学入門講座は、大学への適応を支援するとともに、社会人・職業人としていかに生きるかの導入をはかることを目的に設置された。その中での授業の方法には、共通教育における創成学習形式教養科目と同様な授業形式で実施されている。全５学部17学科の全学生が受講するもので、在学生、OB、一部社会人  図３  本学の全学共通教育科目における
などを交えた授業が展開されている。学生に対　     共創型学習の位置づけ         

するアンケートでは、社会人や上級学生との交
流が受講生の印象に強く残っていることがわかり、体験を基調とした創成学習形式教養科目を人間力育成のための教育として導入することになった。
(b)2005年度より共通教育において、体験型の創成学習的教養科目を11科目開設した（図３参照）。設置準備委員会で授業の進め方や、成果発表、評価方法などについての標準化を進めた。各授業の企画・実施にあたっては、担当教員を中心に協力者を学内教員、社会で活躍する卒業生や専門職の社会人、地域住民などに求めることとした。
(c)留学生センターでは2004年度より、地域の社会人を交えたラウンドテーブル型授業を導入している。授業に参加した社会人が、共通教育学習支援室で開催される自主講座（日本語サロン）を開講し、日本人学生、留学生、社会人、教員の学びの輪を展開している。また、学生ボランティアグループが授業の補助を行っている。
(d）大学開放実践センター公開講座でも、同講座修了生のボランティアグループが授業の補助を行っている。
(e)2005年度開講の体験型の創成学習形式教養科目の授業例
•いまそこにある課題　介護福祉を見て知って考えてみる（教員2人、受講生10人）
　高齢者及び障害者福祉施設を訪問し、施設入所者と共同でイベントの企画などを行った。これらの体験を通して福祉の考え方と障害者のノーマリゼーションについて学び合った。受講生は、「人間とは何か」、「生きることの意味」、「福祉のあり方」などについて深く考えるようになった。
•「つたえること」と「ものづくり」（教員４人、受講生48人）
　社会人講師を招き、職場での経験を生かした専門的技術と設計法の指導を受け、簡単なものづくりを体験させた。この授業で、学生は、ものづくりの楽しさを会得し、ものづくりに携わる人びとの心意気を感じとるなど、キャリア意識を持つようになった。
•身近にある「ゆったりもの」－方言（教員１人、受講生40人）
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　 40名の受講生を８グループに別け、各グループが、自主的に「テーマ」を決め、方言の世代差、地域差などについて、高校老人ホーム等に出掛け、面接調査を行い、レポートをまとめ、発表した。受講生は、人と人間、人と社会との共生関係の中で、どのように方言が生まれ、変化していくことなどを体験的に学び、コミュニケーション力も向上した（図４参照）。
•身近にある「ゆったりもの」－天然記念物（教員１人,受講生５人）
　県内の天然記念物（神社の巨木など）について、現地調査(宮司や周辺住民から聞き取り調査など)

を行った。また郷土史料の調査など、様々な角度　　図４　高齢者からの聞き取り調査
から天然記念物について調べた。受講生は､こうし
た地域住民の体験や思いを面談により実感し、人と自然との深い結びつきを学び、環境問題への興味・関心を深めた。
④直面した問題と解決策
　体験型授業を共創型学習に高めるためには、多くの人の協力が不可欠になる。また、専門的な知識、技能を持った社会人や地域住民の協力も必要となる。さらに卒業生、教職員OB、共創型学習の単位を取得した学生の参加が有益な場合もある。これまで、社会人の協力を得るに当たり、幾つかの解決すべき課題が明らかになった。
(a)それぞれの分野において、専門的な仕事に就いている社会人であっても、大学で教鞭をとった経験が少ない。そのために、どのようなテーマを設定し、どの方向で話を進めるか、学生の雰囲気や知識度などについて、時間をかけて打ち合わせをする必要がある。
(b)卒業生でない一般社会人にとっては、大学の教室はハードルが高いと感じられる。たとえラウンドテーブルを囲む授業であっても、教える立場で参加することに躊躇する。
(c)他の職場など学外から人材を派遣願う場合には、講師資格など、一定の制度を整える必要がある。
　これらの問題点を解決して、社会人を活用した共創型学習の取組を展開するために、あらかじめ協力予定者に対して、導入教育を行う制度を設けることとした。
[image: image5.emf](a) 社会人講師養成制度を設けて、大学開放実践センターの公開講座および共通教育公開授業として開講する。
(b)この講座の修了者には、社会人講師（一般市民が対象）の肩書きを授与する。
(c)徳島大学の卒業生、大学院修了生および教職員OBには、OB講師の肩書きを授与する。
(d)共創型学習の単位を取得した学生には、学生スタッフの肩書きを授与する。
　この制度により、大学での身分を明確化し、社会人講師・OB講師・学生スタッフとして共創型授業への参加を推進することとした。　　　　　　　図５　社会人講師養成講座と
（３）取組の特性　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　活用バンク
①教育効果をあげるための創意工夫
(a)授業の導入として、学生、社会人、教員が共有できる身近な実体験の場を設ける。その後、ラウンドテーブルにおいて、その実体験に基づいて、お互いに感想・意見等が出せる機会を設定する。
(b)実体験に結びつくような話題を提供し、学生と社会人の間のコミュニケーションをはかる。
(c)実体験を元にした発表会を実施し、学生同士で発表の評価を行う。
②人間的成長を促すための工夫
(a)共同学習と実体験の場を自由な雰囲気で設定し、また学生が身近に社会人、OB、他学部の学生と接することによって、自ら人間的成長をはかるよう配慮する（参考資料４、５）。
(b)実体験のあとで共同学習に取組、円滑なコミュニケーションを図りながら自分の考えをまとめ、発言する。これが主体的な学習姿勢を身につける手がかりとなる。
(c)社会人の職業観や人生観にふれることにより、キャリア意識の向上をはかる。
(d)実体験や、プレゼンテーションにおいて構想力、企画力の育成をはかる。
③現代的課題に対する対処
(a)社会人を含めた共創型学習を通して、職業観・キャリヤ意識を育成することができる。
(b)この取組に対して、社会人は社会人講師または受講生として参加できるように社会人教育の体系化を進め、生涯学習の多様化と拡充をはかるとともに、学生の人間力育成プログラムの拡充をする。
(c)地域に開かれた大学の構想を社会人講師制度により、地域の社会人とのかかわりを深め、地域と大学双方の活性化をはかることができる。  
（４）取組の組織性
①意義・価値観を構成員が共有するための工夫
　創成学習形式教養科目のHPを作成し、学生、社会人、教員に公表した（参考資料６・７）。また、創成学習形式教養科目報告書を学内の全教員に配布している。学内で実施している徳島大学教育カンファレンスでその成果を発表した。また、この発表内容を大学教育研究ジャーナルに掲載し、学内の全教員に配布した。学生にはオリエンテーションで紹介している。　
②授業の実施運営体制
　全学共通教育センター、大学開放実践センター、留学生センター、創成学習開発センターから選出される委員及び全学FD専門委員会委員を加えた運営委員会（共創型学習運営委員会）を組織しており、各センター教員は情報を共有している。
③この取組に関与している教員数
　2004年度、2005年度の大学入門講座には初年次学生の全員が参加した。各学科の教務委員、学生委員などを中心に各年約100名の教員が担当した。平成17年度の共創型学習には、教員17名、受講生201人、社会人20名が参加した。
④予算等について
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　2004年度よりこの取組に対して学長裁量経費と全学共通教育経費から毎年200万円の予算配分を受けている。全学FD専門委員会委員長がこの取組において中心的に関わっている。平成17年3月の大学教育委員会主催の徳島大学教育カンファレンスでは、創成学習形式教養科目のワークショップを開催した。
（５）取組の有効性
①教育上の効果
　創成学習形式教養科目の受講生に対するBefore＆After調査（５件法）では、学習意欲（想像力・集中力・創造力）、キャリア意識（アイディア力・指導力。企画力）、コミュニケーション力（発言力・発表力・まとめる力）に関する下位項目で、その値が高くなっていた（図６参照）。学生の自由記述アンケートでは、学生の多くが「この授業を履修して良かった」、「学ぶことの意味を考えるきっかけとなった」などと回答していた。　　　        図６　Before＆After調査の結果
②教育効果測定のための評価方法　　　　　　　　   　 (○：学習意欲、☆：キャリア
　プレゼンテーション内容の理解度､発表スキ　　   　 意識、◇：コミュニケーション力）
ルなどの項目別に達成度を､学生間で相互評価
(プレゼンテーション評価)､Before＆After調査を実施している。また、人間力の育成を目指した本取組の客観的な評価法として、EQS（Emotional quotient scale)、Identity 
Scale, 及びSD法を骨子とした新しい評価法を検討する。
③学生・教職員の評価
全学共通教育では平成17年度に学生の投票によって優秀授業を選出した。その結果、創成学習形式の教養科目は、学生からの評価も高いことが明らかとなった（図７参照）。従来の知識伝達型の教養科目は9％が選出されたにとどまるのに対し、創成科目は27％が優秀[image: image7.emf]0
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授業とみなされたのである。また、実施を希望する教員も増えつつあり、教員から評価も良好であることがうかがわれる。以上のことから、創成科目の発展型としての共創型学習にも学生・教職員双方からの高評価が期待できる。
（６）今後の実施計画　　　　　　　　

①取組実施計画のための人的、物的、財産　　　　図７ 優秀授業（上位10％）に
的条件の整備状況　　　　　　　　　　　　　　　　　 選出された割合
　全学共通教育センターが中心となり、大
学開放実践センター、創成学習開発センター、留学生センター及び総合科学部をはじめとする全学部の協力を得て、授業を進めていく。共通教育の1講義室を共創型学習の企画、運営および実施のための施設として使用する予定である。現在、運営費は、学長裁量経費及び共通教育運営費から配分している。さらに予算が付けば、学生、社会人、教員の共創型学習のため、演習、情報端末、プレゼンテーション、SCS(satellite collaboration 
system)、JGN2(Japan Gigabit Network2)等の設備を備えた多目的プラザ（共創型学習プラザ）とする予定である。
②各年度の運用予定
　
	表１ 2006年度｢共創型学習形式教養科目｣と人間力・倫理観

	授　　業　　題　　目
	　　　人間力下位項目
	　

	（黒：前年度から継続、青：今年度新規開講）
	A
	B
	C
	倫理観

	＊今そこにある課題－身近な福祉介護を考える
	○
	○
	○
	○

	＊大学調査隊「大学」について調べ、考えてみよう
	〇
	〇
	〇
	　

	＊身近にある「ゆったりもの」－方言
	○
	　
	○
	　

	＊身近にある「ゆったりもの」－天然記念物
	○
	○
	　
	　

	＊大学調査隊「大学」について調べ、考えてみよう
	○
	○
	○
	○

	＊埋もれた文化遺産I
	〇
	　
	〇
	　

	＊埋もれた文化遺産Ⅱ
	〇
	　
	〇
	　

	＊地域のためのWEBサイトづくり
	〇
	〇
	　
	○

	＊人間行動の科学
	〇
	　
	〇
	　

	＊ルーツを探れ
	○
	　
	○
	　

	＊ビデオの世界
	○
	　
	○
	　

	＊空海と歩く～遍路の世界
	〇
	〇
	○
	○

	＊ラジオ番組をつくりませんか？
	○
	　
	○
	○

	＊ｅラーニングコンテンツの設計と制作 
	〇
	〇
	　
	　

	＊はじめてのアンケート調査 
	○
	○
	○
	　

	＊はじめての社会調査 
	〇
	〇
	〇
	　

	＊大学ってどんなとこ！－大学での学習探索講座
	〇
	〇
	〇
	○

	＊Project & Product 何かをつくろうよ、企画を立てて
	○
	○
	○
	　

	＊宇宙を探る
	〇
	〇
	　
	○

	   注）A：学習意欲、B：キャリア意識、C：コミュニケーション
	
	
	


②各年度の運用予定
	実施項目
	
	
	

	開講授業数
	＊継続授業数　　：11

　新規開設授業数： 7

       計　　　 ：18
　
	＊継続授業数　  ：18 
  新規開設授業数： 6 

       計　　　　24
	＊継続授業数    :24

　新規開講授業数：6

　     計　　　　30

	受講者数（推定）
	　　　３６０名
	　　　４８０名
	　　　６００名

	担当スタッフ数
	　　　　
	
	

	施設・整備関係
	＊共創型学習プラザ整備
＊

	
	

	社会人講師養成

	· 社会人講師養成制度開始

	
	

	シンポジウム等
	＊徳島大学教育カンファレンス

＊大学教育研究フォーラム
	＊徳島大学教育カンファレンス
＊中国四国大学教育研究会

＊大学教育研究フォーラム


	＊徳島大学教育カンファレンス

＊中国四国大学教育研究会

＊大学教育研究フォーラム




③評価・検証・改善のシステム
　次年度の授業企画は共創型学習運営委員会に学生、社会人を加えた企画委員会で発案し、共創型学習運営委員会において講師依頼などの調整を経て決定する。授業の成果、活動などを情報設備を用いて、地域社会や他大学、海外などに発信し、成果を共有する。また、授業の取組と成果について学会発表、論文発表を行う。評価をもとに企画委員会で改善計画を作成する。共通教育自己点検・評価部会において、自己評価する。また、地域の社会人を対象としたこの取組に関する講演会を開催し、意見を求め、企画委員会に反映させる。






